
議案第３７号 

県費負担教職員の給与負担等の移譲等に伴う関係条例の整備に関する条例の制

定について 

県費負担教職員の給与負担等の移譲等に伴う関係条例の整備に関する条例を次のよ

うに定める。 

平成２９年２月７日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

県費負担教職員の給与負担等の移譲等に伴う関係条例の整備に関する条例 

 （さいたま市教育職員の育児休業等に関する条例等の廃止） 

第１条 次に掲げる条例は、廃止する。 

 さいたま市教育職員の育児休業等に関する条例（平成１３年さいたま市条例第

１０８号） 

 さいたま市教育職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２７年さいたま市条

例第１６号） 

 さいたま市教育職員の給与等に関する条例（平成１３年さいたま市条例第１１

０号） 

 さいたま市教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例（平成１３年さい

たま市条例第１１１号） 

 （さいたま市職員の再任用に関する条例の一部改正） 

第２条 さいたま市職員の再任用に関する条例（平成１３年さいたま市条例第３０２

号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

（県費負担教職員の給与負担等の移譲等に伴う経
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過措置） 

第１条の３ 平成２９年３月３１日以前に職員の再

任用に関する条例（平成１３年埼玉県条例第６号

）第２条第２号の規定の適用を受けた者は、第２

条第２号に掲げる者とみなす。 

 （公益的法人等へのさいたま市職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第３条 公益的法人等へのさいたま市職員の派遣等に関する条例（平成１３年さいた

ま市条例第３０３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（職員の派遣） （職員の派遣）

第２条 ［略］ 第２条 ［略］

２ 法第２条第１項の条例で定める職員は、次のと

おりとする。

２ 法第２条第１項の条例で定める職員は、次のと

おりとする。

 ～  ［略］  ～  ［略］

 地方公務員法第２８条第２項若しくはさいた

ま市教員の休職の事由等に関する条例（平成２

９年さいたま市条例第  号）第３条第１項の

規定により休職にされ、又は同法第２９条第１

項の規定により停職にされている職員その他の

同法第３５条に規定する法律又は条例の特別の

定めに基づき職務に専念する義務を免除されて

いる職員

 地方公務員法第２８条第２項の規定により休

職にされ、又は同法第２９条第１項の規定によ

り停職にされている職員その他の同法第３５条

に規定する法律又は条例の特別の定めに基づき

職務に専念する義務を免除されている職員

３ ［略］ ３ ［略］

 （職務に復帰した職員に関するさいたま市職員の

給与に関する条例等の特例）

（職務に復帰した職員に関するさいたま市職員の

給与に関する条例の特例）

第５条 職員派遣後職務に復帰した職員（企業職員

である職員及び技能職員である職員を除く。第７

条において同じ。）に関するさいたま市職員の給

与に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４

２号）第３３条第１項又はさいたま市教職員の給

与に関する条例（平成２９年さいたま市条例第 

  号）第２９条第１項の規定の適用については、

派遣団体において就いていた業務（当該業務に係

る労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０

第５条 職員派遣後職務に復帰した職員（企業職員

である職員及び技能職員である職員を除く。第７

条において同じ。）に関するさいたま市職員の給

与に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４

２号）第３３条第１項の規定の適用については、

派遣先団体において就いていた業務（当該業務に

係る労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５

０号）第７条第２項及び第３項又は地方公務員災

害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第
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号）第７条第２項及び第３項又は地方公務員災害

補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２

項及び第３項に規定する通勤を含む。）を公務と

みなす。

２項及び第３項に規定する通勤を含む。）を公務

とみなす。

 （派遣職員の復帰時における処遇）  （派遣職員の復帰時における処遇）

第６条 派遣職員が職務に復帰した場合におけるそ

の者の職務の級及び号給については、部内の他の

職員との権衡上必要と認められる範囲内において、

 人事委員会規則（さいたま市教職員の給与に関す

る条例（平成２９年さいたま市条例第  号）の

適用を受ける職員にあっては、教育委員会規則）

で定めるところにより、必要な調整を行うことが

できる。

第６条 派遣職員が職務に復帰した場合におけるそ

の者の職務の級及び号給については、部内の他の

職員との権衡上必要と認められる範囲内において、

 人事委員会規則で定めるところにより、必要な調

整を行うことができる。

 （職務に復帰した職員等に関するさいたま市職員

退職手当条例等の特例）

 （職務に復帰した職員等に関するさいたま市職員

退職手当条例の特例）

第７条 職員派遣後職務に復帰した職員が退職した

場合（派遣職員がその職員派遣の期間中に退職し

た場合を含む。）におけるさいたま市職員退職手

当条例（平成１３年さいたま市条例第４６号。以

下「職員退職手当条例」という。）又はさいたま

市教職員退職手当条例（平成２９年さいたま市条

 例第  号。以下「教職員退職手当条例」という。

 ）の規定の適用については、派遣先団体の業務に

係る業務上の傷病又は死亡は職員退職手当条例第

５条第２項、第６条第１項及び第１０条の４第１

項又は教職員退職手当条例第７条第２項、第８条

第１項及び第１６条第１項に規定する公務上の傷

病又は死亡と、当該業務に係る労働者災害補償保

険法第７条第２項及び第３項又は地方公務員災害

補償法第２条第２項及び第３項に規定する通勤に

よる傷病は職員退職手当条例第５条第２項、第６

条第２項及び第１０条の４第１項又は教職員退職

手当条例第７条第２項、第８条第２項及び第１６

条第１項に規定する通勤による傷病とみなす。

第７条 職員派遣後職務に復帰した職員が退職した

場合（派遣職員がその職員派遣の期間中に退職し

た場合を含む。）におけるさいたま市職員退職手

当条例（平成１３年さいたま市条例第４６号。以

下「退職手当条例」という。）の規定の適用につ

いては、派遣先団体の業務に係る業務上の傷病又

は死亡は退職手当条例第５条第２項、第６条第１

項及び第１０条の４第１項に規定する公務上の傷

病又は死亡と、当該業務に係る労働者災害補償保

険法第７条第２項及び第３項又は地方公務員災害

補償法第２条第２項及び第３項に規定する通勤に

よる傷病は退職手当条例第５条第２項、第６条第

２項及び第１０条の４第１項に規定する通勤によ

る傷病とみなす。

２ 派遣職員に関する職員退職手当条例第１０条の

４第１項及び第１１条第４項又は教職員退職手当

条例第１６条第１項及び第１８条第４項の規定の

適用については、派遣職員の期間（育児休業、介

護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律（平成３年法律第７６号）に規定する

育児休業の期間を除く。）は、職員退職手当条例

第１０条の４第１項又は教職員退職手当条例第１

６条第１項に規定する現実に職務に従事すること

を要しない期間には該当しないものとみなす。

２ 派遣職員に関する退職手当条例第１０条の４第

１項及び第１１条第４項の規定の適用については、

 派遣職員の期間（育児休業、介護休業等育児又は

家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成

３年法律第７６号）に規定する育児休業の期間を

除く。）は、退職手当条例第１０条の４第１項に

規定する現実に職務に従事することを要しない期

間には該当しないものとみなす。

３ ［略］ ３ ［略］

４ 派遣職員がその職員派遣の期間中に退職した場

合に支給する職員退職手当条例又は教職員退職手

当条例の規定による退職手当の算定の基礎となる

４ 派遣職員がその職員派遣の期間中に退職した場

合に支給する退職手当条例の規定による退職手当

の算定の基礎となる給料月額については、部内の
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給料月額については、部内の他の職員との権衡上

必要があると認められるときは、前条の規定の例

により、その額を調整することができる。

他の職員との権衡上必要があると認められるとき

は、前条の規定の例により、その額を調整するこ

とができる。

 （法第１０条第１項の条例で定める職員）  （法第１０条第１項の条例で定める職員）

第１１条 法第１０条第１項の条例で定める職員は、

次のとおりとする。

第１１条 法第１０条第１項の条例で定める職員は、

次のとおりとする。

  ～  ［略］   ～  ［略］

 地方公務員法第２８条第２項若しくはさいた

ま市教員の休職の事由等に関する条例第３条第

１項の規定により休職にされ、又は同法第２９

条第１項の規定により停職にされている職員そ

の他の同法第３５条に規定する法律又は条例の

特別の定めにより職務に専念する義務を免除さ

れている職員

 地方公務員法第２８条第２項の規定により休

職にされ、又は同法第２９条第１項の規定によ

り停職にされている職員その他の同法第３５条

に規定する法律又は条例の特別の定めにより職

務に専念する義務を免除されている職員

 （採用された職員に関するさいたま市職員の給与

に関する条例等の特例）

（採用された職員に関するさいたま市職員の給与

に関する条例の特例）

第１５条 法第１０条第１項の規定により採用され

た職員（企業職員である職員及び技能職員である

職員を除く。以下第１８条までにおいて同じ。）

に関するさいたま市職員の給与に関する条例第３

３条第１項又はさいたま市教職員の給与に関する

条例第２９条第１項の規定の適用については、特

定法人において就いていた業務（当該業務に係る

労働者災害補償保険法第７条第２項及び第３項に

規定する通勤を含む。）を公務とみなす。

第１５条 法第１０条第１項の規定により採用され

た職員（企業職員である職員及び技能職員である

職員を除く。以下第１８条までにおいて同じ。）

に関するさいたま市職員の給与に関する条例第３

３条第１項の規定の適用については、特定法人に

おいて就いていた業務（当該業務に係る労働者災

害補償保険法第７条第２項及び第３項に規定する

通勤を含む。）を公務とみなす。

 （退職派遣者の採用時における処遇）  （退職派遣者の採用時における処遇） 

第１６条 退職派遣者が法第１０条第１項の規定に

より職員として採用された場合における職務の級

及び号給については、部内の他の職員との権衡上

必要と認められる範囲内において、人事委員会規

則（さいたま市教職員の給与に関する条例の適用

を受ける職員にあっては、教育委員会規則）で定

めるところにより、必要な調整を行うことができ

る。 

第１６条 退職派遣者が法第１０条第１項の規定に

より職員として採用された場合における職務の級

及び号給については、部内の他の職員との権衡上

必要と認められる範囲内において、人事委員会規

則で定めるところにより、必要な調整を行うこと

ができる。 

 （採用された職員に関するさいたま市職員の退職

手当条例等の特例）

 （採用された職員に関するさいたま市職員の退職

手当条例の特例）

第１７条 法第１０条第１項の規定により採用され

た職員に関する職員退職手当条例又は教職員退職

手当条例の規定の適用については、特定法人の業

務に係る業務上の傷病又は死亡は職員退職手当条

例第５条第２項、第６条第１項及び第１０条の４

第１項又は教職員退職手当条例第７条第２項、第

８条第１項及び第１６条第１項に規定する公務上

の傷病又は死亡と、当該業務に係る労働者災害補

償保険法第７条第２項及び第３項に規定する通勤

第１７条 法第１０条第１項の規定により採用され

た職員に関する退職手当条例の規定の適用につい

ては、特定法人の業務に係る業務上の傷病又は死

亡は退職手当条例第５条第２項、第６条第１項及

び第１０条の４第１項に規定する公務上の傷病又

は死亡と、当該業務に係る労働者災害補償保険法

第７条第２項及び第３項に規定する通勤による傷

病は退職手当条例第５条第２項、第６条第２項及

び第１０条の４第１項に規定する通勤による傷病
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による傷病は職員退職手当条例第５条第２項、第

６条第２項及び第１０条の４第１項又は教職員退

職手当条例第７条第２項、第８条第２項及び第１

６条第１項に規定する通勤による傷病とみなす。

とみなす。

第１８条 職員が、法第１０条第１項の規定により、

 任命権者の要請に応じ、引き続いて特定法人で、

退職手当（これに相当する給与を含む。以下この

項において同じ。）に関する規程において、職員

が、任命権者の要請に応じ、退職手当を支給され

ないで、引き続いて当該特定法人に使用される者

となった場合に、職員としての勤続期間を当該特

定法人に使用される者（役員を含む。以下この項

において同じ。）としての勤続期間に通算するこ

とと定めているものに使用される者（以下「特定

法人役職員」という。）となるため退職し、かつ、

 引き続き特定法人役職員として在職した後引き続

いて法第１０条第１項の規定により職員として採

用された者の職員退職手当条例第１１条第１項又

は教職員退職手当条例第１８条第１項の規定によ

る在職期間の計算については、先の職員としての

在職期間の始期から後の職員としての在職期間の

終期までの期間は、職員としての引き続いた在職

期間とみなす。 

第１８条 職員が、法第１０条第１項の規定により、

 任命権者の要請に応じ、引き続いて特定法人で、

退職手当（これに相当する給与を含む。以下この

項において同じ。）に関する規程において、職員

が、任命権者の要請に応じ、退職手当を支給され

ないで、引き続いて当該特定法人に使用される者

となった場合に、職員としての勤続期間を当該特

定法人に使用される者（役員を含む。以下この項

において同じ。）としての勤続期間に通算するこ

とと定めているものに使用される者（以下「特定

法人役職員」という。）となるため退職し、かつ、

 引き続き特定法人役職員として在職した後引き続

いて法第１０条第１項の規定により職員として採

用された者の退職手当条例第１１条第１項の規定

による在職期間の計算については、先の職員とし

ての在職期間の始期から後の職員としての在職期

間の終期までの期間は、職員としての引き続いた

在職期間とみなす。

２ 前項の場合における特定法人役職員としての在

職期間については、職員退職手当条例第１１条（

第５項を除く。）又は教職員退職手当条例第１８

 条（第５項を除く。）の規定を準用して計算する。

２ 前項の場合における特定法人役職員としての在

職期間については、退職手当条例第１１条（第５

項を除く。）の規定を準用して計算する。

３ 法第１０条第１項の規定により退職し、引き続

いて特定法人役職員となった場合においては、市

長が別に定める場合を除き、職員退職手当条例若

しくは教職員退職手当条例の規定による退職手当

又はさいたま市水道局企業職員の給与の種類及び

基準に関する条例（平成１３年さいたま市条例第

２７７号）第１７条第１項の規定による退職手当

は、支給しない。 

３ 法第１０条第１項の規定により退職し、引き続

いて特定法人役職員となった場合においては、市

長が別に定める場合を除き、退職手当条例の規定

による退職手当又はさいたま市水道局企業職員の

給与の種類及び基準に関する条例（平成１３年さ

いたま市条例第２７７号）第１７条第１項の規定

による退職手当は、支給しない。

   附 則    附 則 

１ ［略］ １ ［略］ 

（県費負担教職員の給与負担等の移譲等に伴う経

過措置） 

２ 平成２９年３月３１日において学校職員の勤務

時間、休暇等に関する条例（平成７年埼玉県条例

第２８号）の適用を受けていた者で引き続きさい

たま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する

条例（平成２９年さいたま市条例第  号）の適

用を受けることとなったもののうち、公益的法人

等への職員の派遣等に関する条例（平成１３年埼

玉県条例第７２号）第２条第１項の規定により公

益的法人等に派遣されている職員については、第
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２条第１項の規定により公益的法人等に派遣され

たものとみなす。 

３ ［略］ ２ ［略］

４ ［略］ ３ ［略］

 （外国の地方公共団体の機関等に派遣されるさいたま市職員の処遇等に関する条例

の一部改正） 

第４条 外国の地方公共団体の機関等に派遣されるさいたま市職員の処遇等に関する

条例（平成１３年さいたま市条例第３０４号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（職員の派遣） （職員の派遣）

第２条 ［略］ 第２条 ［略］

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、

次のとおりとする。

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、

次のとおりとする。

 ～  ［略］  ～  ［略］

 地方公務員法第２８条第２項若しくはさいた

ま市教員の休職の事由等に関する条例（平成２

９年さいたま市条例第  号）第３条第１項の

規定により休職にされ、又は同法第２９条第１

項の規定により停職にされている職員その他の

同法第３５条に規定する法律又は条例の特別の

定めにより職務に専念する義務を免除されてい

る職員

 地方公務員法第２８条第２項の規定により休

職にされ、又は同法第２９条第１項の規定によ

り停職にされている職員その他の同法第３５条

に規定する法律又は条例の特別の定めにより職

務に専念する義務を免除されている職員 

（一般の派遣職員の給与）  （一般の派遣職員の給与）

第４条 派遣職員のうち、企業職員（地方公営企業

等の労働関係に関する法律（昭和２７年法律第２

８９号）第３条第４号の職員をいう。以下同じ。

）である派遣職員及び技能職員（地方公務員法第

５７条に規定する単純な労務に雇用される職員で

あって、企業職員以外のものをいう。以下同じ。

）である派遣職員以外のもの（以下「一般の派遣

職員」という。）には、人事委員会規則で定める

ところにより、その派遣先の勤務に対して報酬が

支給されないとき、又は当該勤務に対して支給さ

れる報酬の額が低いと認められるときは、その派

第４条 派遣職員のうち、教育職員（さいたま市教

育職員の給与等に関する条例（平成１３年さいた

ま市条例第１１０号）第２条第２項の職員をいう。

 以下同じ。）である派遣職員、企業職員（地方公

営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７年法

律第２８９号）第３条第４号の職員をいう。以下

同じ。）である派遣職員及び技能職員（地方公務

員法第５７条に規定する単純な労務に雇用される

職員であって、企業職員以外のものをいう。以下

同じ。）である派遣職員以外のもの（以下「一般

の派遣職員」という。）には、人事委員会規則で
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遣の期間中、給料、扶養手当、地域手当、住居手

当及び期末手当のそれぞれ１００分の１００以内

を支給する。

定めるところにより、その派遣先の勤務に対して

報酬が支給されないとき、又は当該勤務に対して

支給される報酬の額が低いと認められるときは、

その派遣の期間中、給料、扶養手当、地域手当、

住居手当及び期末手当のそれぞれ１００分の１０

０以内を支給する。

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

第５条 一般の派遣職員に関するさいたま市職員の

給与に関する条例（平成１３年さいたま市条例第

４２号）第３３条第１項又はさいたま市教職員の

給与に関する条例（平成２９年さいたま市条例第

   号）第２９条第１項の規定の適用については、

 派遣先の機関の業務を公務とみなす。

第５条 一般の派遣職員に関するさいたま市職員の

給与に関する条例（平成１３年さいたま市条例第

４２号）第３３条第１項の規定の適用については、

 派遣先の機関の業務を公務とみなす。

 （一般の派遣職員に関するさいたま市職員退職手

当条例等の特例）

 （一般の派遣職員に関するさいたま市職員退職手

当条例の特例）

第６条 一般の派遣職員に関するさいたま市職員退

職手当条例（平成１３年さいたま市条例第４６号

）第６条第１項若しくは第１１条第４項又はさい

たま市教職員退職手当条例（平成２９年さいたま

市条例第  号）第８条第１項若しくは第１８条

第４項の規定の適用については、派遣先の機関の

業務を公務とみなす。

第６条 一般の派遣職員に関するさいたま市職員退

職手当条例（平成１３年さいたま市条例第４６号

）第６条第１項又は第１１条第４項の規定の適用

については、派遣先の機関の業務を公務とみなす。

２ 一般の派遣職員に関するさいたま市職員退職手

当条例第１０条の４第１項及び第１１条第４項又

はさいたま市教職員退職手当条例第１６条第１項

及び第１８条第４項の規定の適用については、派

遣の期間は、さいたま市職員退職手当条例第１０

条の４第１項又はさいたま市教職員退職手当条例

第１６条第１項に規定する現実に職務に従事する

ことを要しない期間には該当しないものとみなす。

２ 一般の派遣職員に関するさいたま市職員退職手

当条例第１０条の４第１項及び第１１条第４項の

規定の適用については、派遣の期間は、同条例第

１０条の４第１項に規定する現実に職務に従事す

ることを要しない期間には該当しないものとみな

す。 

 （派遣職員に対する旅費の支給） （派遣職員に対する旅費の支給）

第７条 派遣職員（企業職員である派遣職員を除く。

 ）には、特に必要があると認められるときは、さ

いたま市職員等の旅費に関する条例（平成１３年

さいたま市条例第４５号）に定める赴任の例に準

じ旅費を支給することができる。

第７条 派遣職員（教育職員である派遣職員及び企

業職員である派遣職員を除く。）には、特に必要

があると認められるときは、さいたま市職員等の

旅費に関する条例（平成１３年さいたま市条例第

４５号）に定める赴任の例に準じ旅費を支給する

ことができる。

 （教育職員である派遣職員の給与、退職手当及び

旅費）

第８条 教育職員である派遣職員の給与、退職手当

に関する条例の特例及び旅費の支給については、

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の

処遇等に関する条例（昭和６３年埼玉県条例第１

号）第４条から第７条までの例による。

－9－



第８条 ［略］ 第９条 ［略］

第９条 ［略］ 第１０条 ［略］

第１０条 ［略］ 第１１条 ［略］

   附 則     附 則 

１ ［略］ １ ［略］ 

（県費負担教職員の給与負担等の移譲等に伴う経

過措置） 

２ 平成２９年３月３１日において学校職員の勤務

時間、休暇等に関する条例（平成７年埼玉県条例

第２８号）の適用を受けていた者で引き続きさい

たま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する

条例（平成２９年さいたま市条例第  号）の適

用を受けることとなったもののうち、外国の地方

公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関

する条例（昭和６３年埼玉県条例第１号）第２条

第１項の規定により外国の地方公共団体の機関等

に派遣されている職員については、第２条第１項

の規定により外国の地方公共団体の機関等に派遣

されたものとみなす。 

３ ［略］ ２ ［略］

（さいたま市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第５条 さいたま市職員の育児休業等に関する条例（平成１３年さいたま市条例第３

０号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給） （育児休業をしている職員の期末手当等の支給）

第７条 さいたま市職員の給与に関する条例（平成

１３年さいたま市条例第４２号。以下「職員給与

条例」という。）第２７条第１項（さいたま市教

職員の給与に関する条例（平成２９年さいたま市

条例第  号。以下「教職員給与条例」という。

）第２５条において準用する場合を含む。）に規

定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職

第７条 さいたま市職員の給与に関する条例（平成

１３年さいたま市条例第４２号。以下「給与条例

」という。）第２７条第１項に規定するそれぞれ

の基準日に育児休業をしている職員のうち、基準

日以前６月以内の期間において勤務した期間（市

長が定めるこれに相当する期間を含む。）がある

職員には、当該基準日に係る期末手当を支給する。
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員のうち、基準日以前６月以内の期間において勤

務した期間（市長が定めるこれに相当する期間を

含む。）がある職員には、当該基準日に係る期末

手当を支給する。

２ 職員給与条例第３０条第１項（教職員給与条例

第２６条において準用する場合を含む。）に規定

するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員

のうち、基準日以前６月以内の期間において勤務

した期間がある職員には、当該基準日に係る勤勉

手当を支給する。

２ 給与条例第３０条第１項に規定するそれぞれの

基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日

以前６月以内の期間において勤務した期間がある

職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。

（育児休業をした職員の退職手当の取扱い） （育児休業をした職員の退職手当の取扱い）

第９条 さいたま市職員退職手当条例（平成１３年

さいたま市条例第４６号。以下「職員退職手当条

例」という。）第１０条の４第１項及び第１１条

第４項又はさいたま市教職員退職手当条例（平成

２９年さいたま市条例  号。以下「教職員退職

手当条例」という。）第１６条第１項及び第１８

条第４項の規定の適用については、育児休業をし

た期間は、職員退職手当条例第１０条の４第１項

又は教職員退職手当条例第１６条第１項に規定す

る現実に職務に従事することを要しない期間に該

当するものとする。

第９条 さいたま市職員退職手当条例（平成１３年

さいたま市条例第４６号。以下「退職手当条例」

という。）第１０条の４第１項及び第１１条第４

項の規定の適用については、育児休業をした期間

は、退職手当条例第１０条の４第１項に規定する

現実に職務に従事することを要しない期間に該当

するものとする。

２ 育児休業をした期間（当該育児休業に係る子が

１歳に達した日の属する月までの期間に限る。）

についての職員退職手当条例第１１条第４項又は

教職員退職手当条例第１８条第４項の規定の適用

については、これらの規定中「その月数の２分の

１に相当する月数」とあるのは、「その月数の３

分の１に相当する月数」とする。

２ 育児休業をした期間（当該育児休業に係る子が

１歳に達した日の属する月までの期間に限る。）

についての退職手当条例第１１条第４項の規定の

適用については、同項中「その月数の２分の１に

相当する月数」とあるのは、「その月数の３分の

１に相当する月数」とする。

 （育児休業法第１０条第１項第５号の条例で定め

る勤務の形態）

 （育児休業法第１０条第１項第５号の条例で定め

る勤務の形態）

第１２条 育児休業法第１０条第１項第５号の条例

で定める勤務の形態は、さいたま市職員の勤務時

間、休日及び休暇に関する条例（平成１３年さい

たま市条例第２９号。以下「職員勤務時間条例」

という。）第４条又はさいたま市教職員の勤務時

間、休日及び休暇に関する条例（平成２９年さい

たま市条例第  号。以下「教職員勤務時間条例

」という。）第５条の規定の適用を受ける職員の

次に掲げる勤務の形態（勤務日が引き続き規則で

定める日数を超えないものに限る。）とする。

第１２条 育児休業法第１０条第１項第５号の条例

で定める勤務の形態は、さいたま市職員の勤務時

間、休日及び休暇に関する条例（平成１３年さい

たま市条例第２９号。以下「勤務時間条例」とい

う。）第４条の規定の適用を受ける職員の次に掲

げる勤務の形態（勤務日が引き続き規則で定める

日数を超えないものに限る。）とする。

  ・  ［略］   ・  ［略］

 （育児休業法第１７条の条例で定めるやむを得な

い事情） 

 （育児休業法第１７条の条例で定めるやむを得な

い事情） 

第１５条 育児休業法第１７条の条例で定めるやむ

を得ない事情は、次に掲げる事情とする。 

第１５条 育児休業法第１７条の条例で定めるやむ

を得ない事情は、過員を生じることとする。 
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 過員を生じること。 

 当該育児短時間勤務に伴い任用されている短

時間勤務職員（育児休業法第１８条第１項の規

定により採用された同項に規定する短時間勤務

職員をいい、教職員勤務時間条例の適用を受け

る者に限る。以下同じ。）を短時間勤務職員と

して引き続き任用しておくことができないこと。

 （育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員の任用に

係る任期の更新） 

第１６条の２ 第６条の規定は、短時間勤務職員の

任期の更新について準用する。 

 （育児短時間勤務をした職員の退職手当の取扱い

） 

 （育児短時間勤務をした職員の退職手当の取扱い

） 

第１７条 職員退職手当条例第１０条の４第１項及

び第１１条第４項又は教職員退職手当条例第１６

条第１項及び第１８条第４項の規定の適用につい

ては、育児短時間勤務（育児休業法第１７条の規

定による短時間勤務を含む。以下この条において

同じ。）をした期間は、職員退職手当条例第１０

条の４第１項又は教職員退職手当条例第１６条第

１項に規定する現実に職務に従事することを要し

ない期間に該当するものとみなす。 

第１７条 退職手当条例第１０条の４第１項及び第

１１条第４項の規定の適用については、育児短時

間勤務（育児休業法第１７条の規定による短時間

勤務を含む。以下この条において同じ。）をした

期間は、退職手当条例第１０条の４第１項に規定

する現実に職務に従事することを要しない期間に

該当するものとみなす。 

２ 育児短時間勤務をした期間についての職員退職

手当条例第１１条第４項又は教職員退職手当条例

第１８条第４項の規定の適用については、これら

の規定中「その月数の２分の１に相当する月数」

とあるのは、「その月数の３分の１に相当する月

数」とする。 

２ 育児短時間勤務をした期間についての退職手当

条例第１１条第４項の規定の適用については、同

項中「その月数の２分の１に相当する月数」とあ

るのは、「その月数の３分の１に相当する月数」

とする。 

３ 育児短時間勤務の期間中の職員退職手当条例又

は教職員退職手当条例の規定による退職手当の計

算の基礎となる給料月額は、育児短時間勤務をし

なかったと仮定した場合の勤務時間により勤務し

たときに受けるべき給料月額とする。 

３ 育児短時間勤務の期間中の退職手当条例の規定

による退職手当の計算の基礎となる給料月額は、

育児短時間勤務をしなかったと仮定した場合の勤

務時間により勤務したときに受けるべき給料月額

とする。 

（部分休業の承認）  （部分休業の承認） 

第１９条 部分休業（育児休業法第１９条第１項に

規定する部分休業をいう。以下同じ。）の承認は、

 職員勤務時間条例第８条第１項又は教職員勤務時

間条例第８条第１項に規定する正規の勤務時間（

非常勤職員（再任用短時間勤務職員等を除く。以

下この条において同じ。）にあっては、当該非常

勤職員について定められた勤務時間）の始め又は

終わりにおいて、３０分を単位として行うものと

する。

第１９条 部分休業（育児休業法第１９条第１項に

規定する部分休業をいう。以下同じ。）の承認は、

 勤務時間条例第８条第１項に規定する正規の勤務

時間（非常勤職員（再任用短時間勤務職員等を除

く。以下この条において同じ。）にあっては、当

該非常勤職員について定められた勤務時間）の始

め又は終わりにおいて、３０分を単位として行う

ものとする。

２ 職員勤務時間条例第１５条又は教職員勤務時間

条例第１７条に規定する特別休暇の承認を受けて

いる職員（非常勤職員を除く。）に対する部分休

２ 勤務時間条例第１５条に規定する特別休暇の承

認を受けている職員（非常勤職員を除く。）に対

する部分休業の承認については、１日につき２時
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業の承認については、１日につき２時間から当該

特別休暇の時間を減じた時間を超えない範囲内で

行うものとする。

間から当該特別休暇の時間を減じた時間を超えな

い範囲内で行うものとする。

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、

 １日につき、当該非常勤職員について１日につき

定められた勤務時間から５時間４５分を減じた時

間を超えない範囲内で（当該非常勤職員が職員勤

務時間条例第１５条又は教職員勤務時間条例第１

７条に規定する特別休暇を承認されている場合に

あっては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、

２時間から当該特別休暇の時間を減じた時間を超

えない範囲内で）行うものとする。

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、

 １日につき、当該非常勤職員について１日につき

定められた勤務時間から５時間４５分を減じた時

間を超えない範囲内で（当該非常勤職員が勤務時

間条例第１５条に規定する特別休暇を承認されて

いる場合にあっては、当該時間を超えない範囲内

で、かつ、２時間から当該特別休暇の時間を減じ

た時間を超えない範囲内で）行うものとする。

（部分休業をしている職員の給与の取扱い） （部分休業をしている職員の給与の取扱い）

第２０条 職員が部分休業の承認を受けて勤務しな

い場合には、職員給与条例第１８条（教職員給与

条例第１９条において準用する場合を含む。）の

規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、

 職員給与条例第２３条（教職員給与条例第２３条

において準用する場合を含む。）に規定する勤務

１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。

第２０条 職員が部分休業の承認を受けて勤務しな

い場合には、給与条例第１８条の規定にかかわら

ず、その勤務しない１時間につき、給与条例第２

３条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額

して給与を支給する。

   附 則     附 則 

１～４ ［略］ １～４ ［略］ 

（県費負担教職員の給与負担等の移譲等に伴う経

過措置） 

５ 平成２９年３月３１日において学校職員の勤務

時間、休暇等に関する条例（平成７年埼玉県条例

第２８号）又は教職員勤務時間条例附則第２項の

規定による廃止前のさいたま市教育職員の勤務時

間、休日及び休暇に関する条例（平成１３年さい

たま市条例１０７号。次項及び附則第７項におい

て「廃止前の市教育職員勤務時間条例」という。

）の適用を受けていた者で引き続き教職員勤務時

間条例の適用を受けることとなったもの（次項に

おいて「継続教職員」という。）について、同日

以前に職員の育児休業等に関する条例（平成４年

埼玉県条例第６号。次項及び附則第７項において

「県職員育児休業条例」という。）の規定（県費

負担教職員の給与負担等の移譲等に伴う関係条例

の整備に関する条例（平成２９年さいたま市条例

第  号）第１条の規定による廃止前のさいたま

市教育職員の育児休業等に関する条例（平成１３

年さいたま市条例第１０８号）第３条の規定によ

りその例によることとされる場合を含む。次項及

び附則第７項において同じ。）によりなされた承

認その他の行為は、この条例の相当規定によりな

されたものとみなす。 

６ 継続教職員のうち、県職員育児休業条例の規定
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により育児休業を承認されていた職員の第７条の

規定の適用については、同条の規定による基準日

以前６月以内の期間において学校職員の勤務時間、

 休暇等に関する条例又は廃止前の市教育職員勤務

時間条例の適用を受けていた者として勤務した期

間は、同条の勤務した期間に含むものとする。

７ 平成２９年３月３１日において廃止前の市教育

職員勤務時間条例の適用を受けていた教職員で引

き続き教職員勤務時間条例の適用を受けることと

なったもののうち、同日以前に係る第２０条の規

定に相当する県職員育児休業条例の規定による給

与の減額を必要とする教職員の給与の減額は、こ

の条例による給与の減額とみなし、県職員育児休

業条例の規定により算出された額を平成２９年４

月以後に支給する給与から減じる。

 （職員給与条例附則第３２項等の規定により給与

が減ぜられて支給される育児短時間勤務をしてい

る職員等に関する読替え等）

 （給与条例附則第３２項の規定により給与が減ぜ

られて支給される育児短時間勤務職員等に関する

読替え等）

８ 育児短時間勤務をしている職員に対する職員給

与条例附則第３２項第１号、第３号及び第４号の

規定の適用については、同項第１号中「号給の給

料月額に」とあるのは「号給の給料月額にさいた

ま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例

第２条第２項の規定により定められたその者の勤

務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して

得た数（以下この項において「算出率」という。

）を乗じて得た額に」と、「を減じた額」とある

のは「に算出率を乗じて得た額を減じた額」と、

同項第３号及び第４号中「給料月額」とあるのは

「給料月額を算出率で除して得た額」と、「給料

月額減額基礎額」とあるのは「給料月額減額基礎

額を算出率で除して得た額」とする。

５ 育児短時間勤務職員に対する給与条例附則第３

２項第１号、第３号及び第４号の規定の適用につ

いては、同項第１号中「号給の給料月額に」とあ

るのは「号給の給料月額にさいたま市職員の勤務

時間、休日及び休暇に関する条例第２条第２項の

規定により定められたその者の勤務時間を同条第

１項に規定する勤務時間で除して得た数（以下こ

の項において「算出率」という。）を乗じて得た

額に」と、「を減じた額」とあるのは「に算出率

を乗じて得た額を減じた額」と、同項第３号及び

第４号中「給料月額」とあるのは「給料月額を算

出率で除して得た額」と、「給料月額減額基礎額

」とあるのは「給料月額減額基礎額を算出率で除

して得た額」とする。

９ 育児短時間勤務をしている職員に対する教職員

給与条例附則第２３項第１号、第３号及び第４号

の規定の適用については、同項第１号中「号給の

給料月額（」とあるのは「号給の給料月額に教職

員勤務時間条例第３条第２項の規定により定めら

れたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤

務時間で除して得た数（以下この項において「算

出率」という。）を乗じて得た額（」と、「が同

項」とあるのは「が附則第１９項」と、「当該最

低の号給の給料月額」とあるのは「当該額」と、

「を減じた額」とあるのは「に算出率を乗じて得

た額を減じた額」と、同項第３号及び第４号中「

給料月額」とあるのは「給料月額を算出率で除し

て得た額」と、「給料月額減額基礎額」とあるの

は「給料月額減額基礎額を算出率で除して得た額

」とする。

１０ 前２項の規定は、育児休業法第１７条の規定

による勤務をしている職員について準用する。

６ 前項の規定は、育児休業法第１７条の規定によ

る勤務をしている職員について準用する。
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１１ 短時間勤務職員に対する教職員給与条例附則

第２３項第１号の規定の適用については、同項第

１号中「号給の給料月額（」とあるのは「号給の

給料月額に教職員勤務時間条例第３条第４項の規

定により定められたその者の勤務時間を同条第１

項に規定する勤務時間で除して得た数（以下この

項において「算出率」という。）を乗じて得た額

 （」と、「が同項」とあるのは「が附則第１９項

」と、「当該最低の号給の給料月額」とあるのは

「当該額」と、「を減じた額」とあるのは「に算

出率を乗じて得た額を減じた額」とする。 

１２ 職員給与条例附則第３２項の規定により給与

が減ぜられて支給される職員に対する第２０条の

規定の適用については、同条中「第２３条（教職

 員給与条例第２３条において準用する場合を含む。

 ）」とあるのは、「附則第３４項」とする。

７ 給与条例附則第３２項の規定により給与が減ぜ

られて支給される職員に対する第２０条の規定の

適用については、同条中「第２３条」とあるのは、

 「附則第３４項」とする。

１３ 教職員給与条例附則第２３項の規定により給

与が減じられて支給される職員に対する第２０条

の規定の適用については、同条中「職員給与条例

第２３条（教職員給与条例第２３条において準用

する場合を含む。）」とあるのは、「教職員給与

条例附則第２５項」とする。

 （さいたま市職員の配偶者同行休業に関する条例の一部改正） 

第６条 さいたま市職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２７年さいたま市条例

第４号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号。以下「法」という。）第２６条の

６第１項、第２項、第６項から第８項まで及び第

１１項において準用する法第２６条の５第６項の

規定に基づき、職員の配偶者同行休業に関し必要

な事項を定めるものとする。

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号。以下「法」という。）第２６条の

６第１項、第２項、第６項から第８項まで及び第

１１項において準用する法第２６条の５第６項の

規定に基づき、職員（さいたま市教育職員の配偶

者同行休業に関する条例（平成２７年さいたま市

条例第１６号）第１条に規定するさいたま市立の

学校に勤務する市費負担に係る教育職員を除く。

）の配偶者同行休業に関し必要な事項を定めるも
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のとする。

（配偶者同行休業の承認の取消事由） （配偶者同行休業の承認の取消事由）

第７条 法第２６条の６第６項の条例で定める事由

は、次に掲げる事由とする。

第７条 法第２６条の６第６項の条例で定める事由

は、次に掲げる事由とする。

 ［略］  ［略］

 配偶者同行休業をしている職員が、さいたま

市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例

（平成１３年さいたま市条例第２９号）第１５

条の規定による特別休暇（出産を事由とするも

  のに限る。）又はさいたま市教職員の勤務時間、

  休日及び休暇に関する条例（平成２９年さいた

ま市条例第  号）第１７条の規定による特別

休暇（出産を事由とするものに限る。）を取得

することとなったこと。 

 配偶者同行休業をしている職員が、さいたま

市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例

（平成１３年さいたま市条例第２９号）第１５

条の規定による特別休暇（出産を事由とするも

のに限る。）を取得することとなったこと。

 ［略］  ［略］

（配偶者同行休業をした職員の退職手当の取扱い

） 

（配偶者同行休業をした職員の退職手当の取扱い

） 

第１１条 さいたま市職員退職手当条例（平成１３

年さいたま市条例第４６号。以下「職員退職手当

条例」という。）第１０条の４第１項及び第１１

条第４項又はさいたま市教職員退職手当条例（平

成２９年さいたま市条例第  号。以下「教職員

退職手当条例」という。）第１６条第１項及び第

１８条第４項の規定の適用については、配偶者同

行休業をした期間は、職員退職手当条例第１０条

の４第１項又は教職員退職手当条例第１６条第１

項に規定する現実に職務に従事することを要しな

い期間に該当するものとする。 

第１１条 さいたま市職員退職手当条例（平成１３

年さいたま市条例第４６号。以下「退職手当条例

」という。）第１０条の４第１項及び第１１条第

４項の規定の適用については、配偶者同行休業を

した期間は、退職手当条例第１０条の４第１項に

規定する現実に職務に従事することを要しない期

間に該当するものとする。 

２ 配偶者同行休業をした期間についての職員退職

 手当条例第１１条第４項又は教職員退職手当条例

第１８条第４項の規定の適用については、これら

の規定中「その月数の２分の１に相当する月数（

法第５５条の２第１項ただし書に規定する事由又

はこれに準ずる事由により現実に職務に従事する

ことを要しなかった期間については、その月数）

」とあるのは、「その月数」とする。 

２ 配偶者同行休業をした期間についての退職手当

条例第１１条第４項の規定の適用については、同

項中「その月数の２分の１に相当する月数（地方

公務員法第５５条の２第１項ただし書の規定によ

る許可を受けて現実に職務に従事することを要し

なかった期間については、その月数）」とあるの

は、「その月数」とする。 

   附 則     附 則 

１ ［略］ １ ［略］ 

（県費負担教職員の給与負担等の移譲等に伴う経

過措置） 

２ 平成２９年３月３１日において学校職員の勤務

時間、休暇等に関する条例（平成７年埼玉県条例

第２８号）又はさいたま市教職員の勤務時間、休

日及び休暇に関する条例附則第２項の規定による

廃止前のさいたま市教育職員の勤務時間、休日及

び休暇に関する条例（平成１３年さいたま市条例
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第１０７号）の適用を受けていた者で引き続きさ

いたま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関す

 る条例の適用を受けることとなったものについて、

 同日以前に職員の配偶者同行休業に関する条例（

平成２６年埼玉県条例第３７号）の規定（県費負

担教職員の給与負担等の移譲等に伴う関係条例の

整備に関する条例（平成２９年さいたま市条例第

   号）第１条の規定による廃止前のさいたま市

教育職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２

７年さいたま市条例第１６号）第３条の規定によ

りその例によることとされる場合を含む。）によ

りなされた承認その他の行為は、この条例の相当

規定によりなされたものとみなす。 

３ ［略］ ２ ［略］

４ ［略］ ３ ［略］

５ ［略］ ４ ［略］

 （職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部改正） 

第７条 職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例（平成１３年さいた

ま市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（職員団体のための職員の行為の制限の特例） （職員団体のための職員の行為の制限の特例）

第２条 職員は、次に掲げる場合又は期間に限り、

給与を受けながら、職員団体のためその業務を行

い、又は活動することができる。

第２条 職員は、次に掲げる場合又は期間に限り、

給与を受けながら、職員団体のためその業務を行

い、又は活動することができる。

 ［略］  ［略］ 

 さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に

関する条例（平成１３年さいたま市条例第２９

号）第１０条の２第１項又はさいたま市教職員

の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成

  ２９年さいたま市条例第  号）第１２条第１

項に規定する時間外勤務代休時間（特に勤務を

命じられた場合を除く。）並びにさいたま市職

員の給与に関する条例（平成１３年さいたま市

条例第４２号）第２０条第３項（さいたま市教

職員の給与に関する条例（平成２９年さいたま

市条例第  号）第２１条の規定により準用す

 さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に

関する条例（平成１３年さいたま市条例第２９

号）第１０条の２第１項に規定する時間外勤務

代休時間（特に勤務を命ぜられた場合を除く。

）並びにさいたま市職員の給与に関する条例（

平成１３年さいたま市条例第４２号）第２０条

第３項に規定する祝日法による休日等及び年末

年始の休日等（特に勤務を命ぜられた場合を除

く。）
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る場合を含む。）に規定する祝日法による休日

等及び年末年始の休日等（特に勤務を命じられ

た場合を除く。） 

 ［略］  ［略］ 

 （さいたま市職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第８条 さいたま市職員等の旅費に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４５号

）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ～  ［略］  ～  ［略］ 

 一般職の職員 職員のうち、さいたま市職員

定数条例（平成１３年さいたま市条例第２３号

）第１条に規定する職員、さいたま市教職員定

数条例（平成２９年さいたま市条例第  号）

第２条に規定する教職員及び市長が別に定める

者をいう。 

 一般職の職員 職員のうち、さいたま市職員

定数条例（平成１３年さいたま市条例第２３号

）第１条に規定する職員（さいたま市教育職員

の給与等に関する条例（平成１３年さいたま市

条例第１１０号）の適用を受ける職員を除く。

）及び市長が別に定める者をいう。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （さいたま市教職員健康審査会条例の一部改正） 

第９条 さいたま市教職員健康審査会条例（平成１５年さいたま市条例第９号）の一

部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
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改正後 改正前 

（定義） （定義）

第２条 この条例において「教職員」とは、学校教

育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定す

 る学校の校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、

 栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師（常勤の者

及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を

占める者に限る。）、実習助手、学校栄養職員及

び事務職員（高等学校の事務職員を除く。）をい

う。 

第２条 この条例において「教職員」とは、市町村

立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５

号）第１条に規定する職員並びに市立高等学校及

び市立幼稚園の校長、園長、教頭、主幹教諭、教

諭、養護教諭、助教諭、養護助教諭、講師（常時

勤務する者及び地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２８条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占める者に限る。）及び実習助手をい

う。

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （さいたま市職員等の旅費に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ 第８条の規定による改正後のさいたま市職員等の旅費に関する条例第２条の規定

は、この条例の施行の日以後に出発する旅行について適用し、同日前に出発した旅

行については、なお従前の例による。 

 （さいたま市教職員健康審査会条例の一部改正に伴う経過措置） 

３ 平成３０年３月３１日までの間、第９条の規定による改正後のさいたま市教職員

健康審査会条例第２条の規定の適用については、「、教頭」とあるのは、「、園長、

教頭」とする。 
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